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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

営業収益

(うち受入手数料)

(注)１

(千円)
4,324,130

(4,192,143)

3,725,017

(3,828,455)

3,448,424

(3,256,673)

2,298,559

(2,301,243)

2,043,750

(1,778,748)

経常損失 (千円) 517,114 384,611 556,611 577,892 154,588

当期純損失 (千円) 928,242 340,682 787,302 849,882 173,948

包括利益 (千円) ― ― ― ― △203,830

純資産額 (千円) 7,084,2496,544,4235,740,9934,858,9654,597,229

総資産額 (千円) 28,134,39028,981,48629,023,53933,199,44836,943,345

１株当たり純資産額 (円) 1,161.101,072.63 960.10 833.36 835.88

１株当たり当期純損失金額 (円) 152.14 55.84 129.50 143.65 30.39

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額(注)２
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.2 22.6 19.8 14.6 12.4

自己資本利益率(注)３ (％) ― ― ― ― ―

株価収益率(注)３ (倍) ― ― ― ― ―

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) △503,277△326,951 329,442 59,320△259,289

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) 312,324 66,129 △24,278 35,538 △64,849

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) △42,076 △18,056 △13,251 △19,768 △57,906

現金及び現金同等物の期

末残高
(千円) 3,101,9682,823,0893,115,0023,190,0922,808,046

従業員数　(注)４ (名) 248 196 107 74 60

　（注）１　営業収益には、消費税及び地方消費税(以下、「消費税等」という。)は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在

株式がないため記載しておりません。

３　自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

営業収益(注)１ (千円) 58,128 749,194 31,563 67,620 65,280

経常利益又は経常損失

(△)
(千円) △24,216 673,019△47,534 2,683 △2,741

当期純利益又は当期純損

失(△)
(千円) △25,508 439,326△5,128,992 △38 △153,073

資本金 (千円) 2,500,0002,500,0002,500,0002,500,0002,500,000

発行済株式総数 (株) 6,543,7006,543,7006,543,7006,543,7006,543,700

純資産額 (千円) 10,537,20310,956,8905,732,5925,712,8305,501,850

総資産額 (千円) 10,751,64911,171,6185,948,7975,929,3935,715,123

１株当たり純資産額 (円) 1,610.521,674.67 958.70 979.81 1,000.37

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当

額)

(円)
3

(―)

0

(―)

0

(―)

0

(―)

0

(―)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額(△)

(円) △3.90 67.15 △833.85 △0.01 △26.74

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額

(注)２

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 98.0 98.1 96.4 96.3 96.3

自己資本利益率(注)３ (％) ― 4.1 ― ― ―

株価収益率(注)３ (倍) ― 2.5 ― ― ―

配当性向(注)３ (％) ― ― ― ― ―

従業員数(注)４ (名) 4 4 4 4 6

　（注）１　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　第３期、第５期、第６期及び第７期においては、１株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株式がな

いため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の記載はしておりません。

第４期においては、潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の記載はしておりませ

ん。

３　第３期、第５期、第６期及び第７期においては、当期純損失を計上しているため、自己資本利益率、株価収益率

及び配当性向は記載しておりません。

また、第４期においては、無配のため配当性向は記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を記載しております。
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２【沿革】

平成16年５月 スターフューチャーズ証券株式会社の取締役会において、株主総会の承認を前提として株式移転

により完全親会社を設立し、持株会社体制へ移行することを決議する。

平成16年６月 スターフューチャーズ証券株式会社の第35期定時株主総会において、株式移転により完全親会社

を設立することが承認、決議される。

平成16年12月株式移転により当社を設立する。

当社の普通株式を福岡証券取引所及び大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラク

レス」（現　大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場する。

スターフューチャーズ証券株式会社より、スターアセット株式会社及びスターインベスト株式会

社の全株式を取得する。

平成17年７月 連結子会社スターフューチャーズ証券株式会社が金融先物取引業の登録を受ける。

平成17年10月連結子会社スターフューチャーズ証券株式会社とスターアセット株式会社が合併し、新商号ス

ターアセット証券株式会社となる。

平成17年11月株式会社星河と陽光株式会社との合弁会社であるスリースターインベストメント株式会社を設立

する。

平成19年４月 連結子会社スター為替株式会社を設立する。

平成19年７月 連結子会社スターアセット証券株式会社の取引所為替証拠金取引「くりっく365」事業を分割し、

設立したスター為替株式会社に承継する。

 連結子会社カーボンニュートラル株式会社（現グリーン環境株式会社）を設立する。

平成20年１月 関連会社マイルストンアセットマネジメント株式会社の保有株式の全てを譲渡する。

平成20年12月関連会社スリースターインベストメント株式会社の保有株式の全てを譲渡する。

平成21年10月連結子会社スターアセット証券株式会社とスター為替株式会社が合併し、新商号スター為替証券

株式会社となる。

平成22年３月 連結子会社スター為替証券株式会社が商品取引の受託業務を廃止し、証券取引（対顧客業務に限

る）に係る業務を終了する。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、連結子会社3社（スター為替証券株式会社、スターインベスト株式会社、グリーン環境株式会

社）で構成され、投資・金融サービス業と再生エネルギー・環境事業を営んでおります。

　当社グループの中核となる投資・金融サービス業については、連結子会社のスター為替証券株式会社で取扱う取引

所為替証拠金取引「くりっく365」が主たる事業となっております。また、再生エネルギー・環境事業については、連

結子会社のグリーン環境株式会社にて住宅用太陽光発電モジュール及びオール電化システムの販売及び施工等を

行っております。

　なお、次の２部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区

分と同一であります。

(1) 投資・金融サービス業

①　外国為替証拠金取引業

　金融商品取引法に基づき、連結子会社のスター為替証券株式会社において、外国為替証拠金取引の受託等を

行っております。

②　株価指数証拠金取引業

　金融商品取引法に基づき、連結子会社のスター為替証券株式会社において、株価指数証拠金取引の受託等を

行っております。

③　ディーリング業

　連結子会社のスターインベスト株式会社において、金融商品取引（為替取引、証券取引）及び商品先物取引の

ディーリング（自己売買）等を行っております。

(2) 再生エネルギー・環境事業

　連結子会社のグリーン環境株式会社において、住宅用太陽光発電モジュール及びオール電化システムの販売及

び施工等を行っております。

　また、事業系統図を示すと以下のとおりであります。

（注）１　平成22年11月から取引所株価指数証拠金取引「くりっく株365」の取扱いを開始しております。

（注）２　スターインベスト株式会社は、平成21年9月から事業を休止しておりましたが、平成23年４月より

事業を再開しております。　
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

スター為替証券㈱(注)２,３ 東京都中央区 2,000,270投資・金融サービス業 100.0
役員の兼任６名

管理サービスの提供

グリーン環境㈱(注)３ 東京都中央区 15,000再生エネルギー・環境事業 100.0

役員の兼任３名

管理サービスの提供

資金の貸付　

スターインベスト㈱　(注)２，４ 福岡市博多区 480,000投資・金融サービス業 100.0
役員の兼任３名

管理サービスの提供

　（注）１　「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

　　　　２　特定子会社であります。

３　営業収益及び売上高(連結会社相互間の内部取引を除く。)の連結営業収益に占める割合が10％を超えており

ます。

主要な損益情報等

（スター為替証券㈱） ①　営業収益 1,783,026千円

 ②　経常損失 90,842千円

 ③　当期純損失 106,781千円

 ④　純資産額 4,464,549千円

 ⑤　総資産額 36,432,722千円

（グリーン環境㈱） ①　売上高 260,724千円

 ②　経常損失 88,391千円

 ③　当期純損失 90,152千円

 ④　純資産額 △123,071千円

 ⑤　総資産額 14,003千円

４　スターインベスト株式会社は、平成21年9月から事業を休止しておりましたが、平成23年４月より事業を再開

しております。　

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

投資・金融サービス業 40     

再生エネルギー・環境事業 14     

全社（共通） 6     

合計 60     

　（注）１　従業員数は、就業人員であります。

２　全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の従業員数でありま

す。

３　従業員数が前連結会計年度末に比べ14名減少しましたのは、主に投資・金融サービス業において商品先物取

引業から撤退したことに伴い、人員削減を行ったことなどによるものです。

(2) 提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

6 36.4 2.7 4,059

　（注）１　従業員数は、就業人員であります。

２　純粋持株会社であるため、セグメント別の情報を省略しております。

(3) 労働組合の状況

当社グループには、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度（平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）におけるわが国経済は、世界的な金融不安や国内外の

景気後退懸念が後退し、景気持ち直しの兆候が認識されたほか、企業収益と設備投資の減少傾向がやや鈍化してきて

いることで、国内外の株式市場も上昇傾向となりました。しかしながら、景気の下振れ懸念を払拭するまでには至らな

い状況が続いたことに加え、3月の東日本大震災の発生により、景気の先行き不透明感は一層強まりました。

　このような経済・市場環境のもと、当社グループの受入手数料は1,778百万円（前年同期の受取手数料との比較は

22.7％減）となり、売上高は260百万円（前年売上高は92百万円）となりました。また、販売費及び一般管理費は2,020

百万円（前年同期の営業費用との比較は30.3％減）となりました。

　この結果、当連結会計年度の当社グループの連結業績は、営業収益2,043百万円（前年同期比11.1％減）、営業損失

174百万円（前年同期は601百万円の営業損失）、経常損失154百万円（前年同期は577百万円の経常損失）、当期純損

失173百万円（前年同期は849百万円の当期純損失）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　投資・金融サービス業

・外国為替証拠金取引業

　為替市場においては、米国市場金利の上昇を受け、4月初旬に1ドル＝94円台後半をつけた後、5月6日に発生したNY

ダウの急落により、瞬間的に87円台をつけました。5月下旬から6月初旬にかけては、急速な円高の反動から一時的に

円安基調となったものの、6月下旬から9月中旬にかけては、米国の金融緩和による市場金利の低下を受け、ドルは主

要通貨に対して売られる展開が続き、9月14日には1ドル＝82円台に達しました。翌15日には国内金融当局による円

売り介入が実施されたため、一旦は86円台寸前まで円安となったものの、FOMCによる追加の金融緩和期待などの影

響でドル全面安傾向が続き、11月初めには80円台割れ直前まで円高が進みました。

　その後、11月中旬に行われたG20を契機にドル安傾向に一旦は歯止めがかかりましたが、12月の米国雇用統計の悪

化や年末特有の需給の影響を受けて円高が進み、12月末には81円台をつけました。

　2011年に入ると概ね81円台前半から83円台後半のレンジで推移しましたが、3月11日の東日本大震災発生後は、海

外から日本への資金還流の思惑や外銀の円資金調達難などから大幅な円高が進み、一気に76.25円の史上最高値を

記録しました。これを受けて、18日にはG7の協調為替介入が実施されたことで、円高に歯止めがかかり、同月末にか

けては83円台に回復しました。

　なお、当連結会計年度の東京金融取引所における取引所為替証拠金取引「くりっく365」の取引高は123,432千枚

（前年同期比53.6％増）、当社グループの取引高は15,086千枚（同3.2％減）となりました。

・株価指数証拠金取引業

　連結子会社にて、平成22年11月より取引所株価指数証拠金取引「くりっく株365」の取扱いを開始しております

が、当初３ヶ月間は「手数料無料キャンペーン」を実施したため、当連結会計年度での収益貢献には繋がりません

でした。

　この結果、投資・金融サービス業の営業収益は1,783百万円（前年同期比21.8％減）、営業損失83百万円（前年同

期は555百万円の営業損失）となりました。

　なお、当社グループの当連結会計年度における投資・金融サービス業の営業収益及び取引高等の詳細は以下のと

おりとなりました。

　

Ａ　営業収益

区分 金額（千円） 前年同期比(％)

受入手数料 1,778,748 △22.7

　外国為替証拠金取引業 1,776,351 △4.3

　株価指数証拠金取引業（注２） 2,397 ―

　商品先物取引（注３） ― △100.0

　証券取引（注３） ― △100.0

売買損益 ― ―

その他 4,277 △59.5

合計 1,783,026 △21.8

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　平成22年11月から取引所株価指数証拠金取引「くりっく株365」の取扱いを開始して

おります。

３　平成22年3月に商品取引受託業務及び証券取引（対顧客業務に限る）を廃止し、当該事

業から撤退しております。　　
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Ｂ　外国為替証拠金取引の取引高の状況

区分 取引高

米ドル／円 （千米ドル） 40,460,140

ユーロ／円 （千ユーロ） 24,417,270

豪ドル／円 （千豪ドル） 38,044,310

英ポンド／円 （千英ポンド） 31,856,760

NZドル／円 （千NZドル） 3,444,590

カナダドル／円 （千カナダドル） 1,570,940

スイスフラン／円 （千スイスフラン） 1,423,050

南アフリカランド／円 （千ZAR） 23,988,530

ユーロ／ドル （千ユーロ） 5,760,490

その他 （千通貨単位） 8,072,610

（注）取引高は、取引所為替証拠金取引、店頭為替証拠金取引の合計となっております。

Ｃ　株価指数証拠金取引の取引高の状況

区分 取引高

日経225 　 47,166

FTSE100 　 3,826

DAX 　 2,693

FTSE中国25 　 1,366
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Ｄ　自己資本規制比率

　（スター為替証券株式会社）

   
当連結会計年度末
（百万円）

基本的項目  （Ａ） 4,445

補完的項目

その他有価証券評価差額金（評価益）等 19

金融商品取引責任準備金等 66

一般貸倒引当金 8

その他 ―

計 （Ｂ） 94

控除資産 （Ｃ） 576

固定化されていない自己資本(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) （Ｄ） 3,962

リスク相当額

市場リスク相当額  18

取引先リスク相当額  60

基礎的リスク相当額  495

計 （Ｅ） 573

 自己資本規制比率（％）　(Ｄ)／(Ｅ)×100  690.4

（注）上記は金融商品取引法の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の定めに

より決算数値をもとに算出したものであります。

②　再生エネルギー・環境事業

　国内の住宅用太陽光発電システムの販売市場は、平成21年度から実施されている太陽光発電システムへの補助金

交付が今年度も継続していることに加え、平成21年11月から開始された「電力買取制度」など国策レベルで普及が

推進されていることから拡大傾向となっております。ただ、先行する国内メーカーの積極的な事業強化と後発の海

外メーカーによる価格攻勢でシェア競争の段階に入っているほか、太陽光発電システムの販売業者も住宅業界や電

設・電器業界以外からの新規参入も散見され、競争激化が進みました。

　この結果、当連結会計年度の当社グループの再生エネルギー・環境事業の売上高は、260百万円（前年売上高は92

百万円）、営業損失86百万円（前年同期は48百万円の営業損失）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度の現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが△259百万円、投資活動による

キャッシュ・フローが△64百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが△57百万円となったことから、前連結会

計年度末に対して382百万円減少（12.0％減）し、2,808百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローは△259百万円（前年同期は59百万円）となりま

した。税金等調整前当期純損失△189百万円を計上し、外国為替取引預り証拠金の増加額が4,039百万円、長期未収

債権の減少額が121百万円となったものの、差入保証金の増加額が△4,363百万円、貸倒引当金の減少額が△94百万

円となったことなどによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローは△64百万円（前年同期は35百万円）となりまし

た。これは、長期前払費用の取得による支出が△50百万円、無形固定資産の取得による支出が△14百万円となった

ことなどによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出△57百万円により、

△57百万円（前年同期は△19百万円）となりました。
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２【受注及び販売の状況】

　再生エネルギー・環境事業については、連結子会社のグリーン環境株式会社にて住宅用太陽光発電モジュール及び

オール電化システムの販売及び施工等を行っており、同事業における受注状況及び販売実績は以下のとおりとなって

おります。

　なお、投資・金融サービス業については、１［業績等の概要］において詳細を記載しております。

　

(1) 受注状況

　当連結会計年度の再生エネルギー・環境事業の受注状況は、次のとおりであります。　

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％）　 受注残高（千円） 前年同期比（％）

再生エネルギー・環境事業 262,550 109.7　 34,446 5.6

合計 262,550 109.7　 34,446　 5.6　

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

(2) 販売実績

　当連結会計年度の再生エネルギー・環境事業の販売実績は、次のとおりであります。　

セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

再生エネルギー・環境事業 260,724　 181.5　

合計 260,724 181.5

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　当社グループは、「収益構造の多様化」を中長期的な経営戦略の柱として掲げ、中核事業である投資・金融サービス

業の拡大と再生エネルギー・環境事業を展開することにより、その実現を目指しております。各セグメントにおける

対処すべき課題については以下のとおりとなります。

(1) 投資・金融サービス業

　当社グループの中核事業である外国為替証拠金取引業、特に取引所為替証拠金取引「くりっく365」について

は、当該取引のプロモーションやキャンペーンに注力した結果、当連結会計年度末において、「くりっく365」に

おける預り証拠金は30,666百万円（前年同期比15.6％増）、受入手数料は1,744百万円（前年同期比2.9％減）と

なっております。競合他社の増加やそれに伴う手数料ディスカウントなどの競争激化により、前連結会計年度と

比べ預り証拠金の増加率が鈍化、受入手数料は前連結会計年度から引き続き減少しており、競争力と収益力の強

化が課題となっております。

　今後は平成22年11月から取扱いを開始した取引所株価指数証拠金取引「くりっく株365」と併せて、引き続きプ

ロモーションやキャンペーンに注力することで、競争力と収益力の強化を目指します。

(2) 再生エネルギー・環境事業

　当社グループは、前連結会計年度から同事業の営業活動を開始しておりますが、当連結会計年度において利益計

上するに至っておらず、ビジネスモデルの再構築による黒字化が課題となっております。

　今後はネット販促の強化や営業拠点のスリム化など営業活動の効率化を行うことで、黒字体質への早期転換を

目指します。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの事業に関するリスクにつ

いて、主な事項を記載しております。また、必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性があると考えられる事項については記載しております。なお、当社グループは、これらのリスク発

生の可能性を認識した上で発生の回避に努めております。

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 当社グループの事業内容及び事業環境について

　当社グループの収益の大部分が取引所為替証拠金取引「くりっく365」における受入手数料となっているため、当

該取引事業の業績によって当社グループの経営成績や財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　また、当該取引事業の業績は為替市場の動向によって収益状況に大きく影響を及ぼすほか、国内外の経済状況や政

局、天候・災害など様々な要因からも影響を受けます。

(2) 主要事業の登録等について

　当社グループは、金融商品取引に関する業務を行っております。これらの業務は金融商品取引法の適用を受けるも

のであり、内閣総理大臣の登録を受けた者でなければ営んではならない旨定められております。連結子会社のス

ター為替証券株式会社は、これらの法の規定に基づき、登録を受けております。

　当社グループの事業活動の継続には、前述のとおり金融商品取引業者の登録が必要となりますが、現時点において

連結子会社はこれらの取消事由に該当する事実や業務停止等の行政処分を受けるような事実はないと認識してお

ります。しかしながら、将来、何らかの事由により登録の取消等があった場合には、当社グループの事業の継続性及

び経営成績や財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

(3) 法令・規則等の改定による新たな規制の導入について

　当社グループの主要事業について、法令・規則等の改定等により新たな規制が導入された場合には、当社グループ

の経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 競合他社について

　当社グループの中核事業である取引所為替証拠金取引「くりっく365」においては、従来からの競合他社が多数存

在しているほか、新規参入も活発化しているため競争の激しい状況が続いています。このような状況の中、当社グ

ループの事業領域への新規参入が増加したり、既存の競合他社による手数料引き下げなどの営業戦略が実施された

場合には当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(5) システム障害について

　当社グループの中核事業である取引所為替証拠金取引「くりっく365」は、オンライン取引であるためコンピュー

タシステムが当社グループにおける重要な事業基盤となっております。そのため、システムの改善、サーバーの増強

などシステムが安定的に稼動するよう努めておりますが、ハード・ソフトウェアの不具合のほか、人為的ミス、災害

などによりシステム障害が発生し、当該取引についての処理に異常をきたした場合には、当社グループの経営成績

や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 営業戦略及びシステム投資について

　当社グループの中核事業である取引所為替証拠金取引「くりっく365」においては、前述の「(4) 競合他社につい

て」にあるように競争の激しい状況が続いているため、営業戦略の一環として、新規顧客の獲得と既存顧客の流出

防止のために手数料ディスカウントなどの各種キャンペーンを行っております。しかしながら、当初予想していた

とおりに営業戦略上の効果が得られない場合は、当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

　また、システム投資については、前述の「(5) システム障害について」にあるように、コンピュータシステムは当

社グループにおける重要な事業基盤であるため、新たなサービスの提供や顧客の利便性向上による競争力強化を目

的としたシステム投資は必要不可欠であります。しかしながら、システム投資の額が想定以上に多額になった場合

及び当初予想していたとおりの投資効果が得られない場合等においては、当社グループの経営成績や財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。

(7）顧客情報が流出するリスクについて

　当社グループは、住所、電話番号等の顧客の個人情報を大量に保有しております。これらの顧客情報は、厳重に管理

を行っておりますが、コンピュータ・システムの不正利用や過失により外部に流出した場合、社会的責任を問われ

るだけでなく、損害賠償を請求される可能性があります。
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(8) 訴訟について

　当連結会計年度末時点において、連結子会社に対する係属中の損害賠償請求事件の合計は２件、請求金額の合計は

8百万円であります。これらはすべて商品先物取引の受託取引等に関するものであり、顧客が同社との取引により損

失を被ったとして、同社に対し損害賠償を求めるものです。これに対し同社は全ての取引において不法行為が無い

ことを主張しております。

　いずれの件においても結審に至るまでには相当の期間を要するものと思われるため、現時点において結果を予測

するのは困難であります。なお、訴訟等による事故に備えるため、訴訟損失引当金4百万円を計上しております。

(9) 継続的な営業損失の計上

　当社グループは、前連結会計年度まで６期連続の営業損失を計上しております。３ [対処すべき課題]に記載して

おりますとおり、当該状況の解消を図るべく当社グループとして対策を講じてまいります。　

　しかしながら、これらの対策が計画通りに進捗しなかった場合、予想していた収益が確保できない可能性がありま

す。

(10) 再生エネルギー・環境事業について　

　当社グループは、前連結会計年度から同事業の営業活動を開始しております。しかしながら、当連結会計年度にお

いて利益を計上するに至っておらず、黒字体質への早期転換が急務となっております。今後、国及び自治体の補助金

事業などの政策の変化やより一層の競争激化などにより、収支状況が悪化する可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表の作成にあたり、経営者は、決算日における資産・負債及び報告期間における収益・費用の

報告数値に影響を与える会計上の見積りを行っております。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績や状況

を勘案し合理的に判断しておりますが、見積り特有の不確実性が存在するため、実際の結果は、これらの見積りと異

なる場合があります。

(2) 財政状態の分析

　当社グループは、金融商品取引業など顧客と市場の仲介者としての事業が大部分を占めているため、当社の連結貸

借対照表に計上されている勘定科目のうち主なものは、この顧客との取引により生じております。負債に計上され

ているもののうち顧客資産は、外国為替取引預り証拠金31,130百万円などであり、ここに掲げた科目の合計額を、負

債純資産合計で除して計算した割合は、84.3％となります。

　顧客資産は、金融商品取引法により、自己の固有の財産と区分して管理するよう定められているほか、取引所為替

証拠金取引「くりっく365」においては、差入証拠金として株式会社東京金融取引所に差し入れられております。

　なお、平成23年３月31日現在、金融機関等に区分して管理している資産は、1,400百万円であります。

(3) 経営成績の分析

　営業収益及び販売費及び一般管理費については、１ [業績等の概要] をご参照ください。

　営業外収益は、37百万円となりました。主なものは負ののれん償却額29百万円、その他3百万円等を計上したことに

よるものであります。

　営業外費用は、17百万円となりました。主なものは投資事業組合運用損12百万円、為替差損2百万円等を計上したこ

とによるものであります。

　特別利益は、16百万円となりました。主なものは訴訟損失引当金戻入額15百万円、投資有価証券売却益1百万円等を

計上したことによるものであります。

　特別損失は、51百万円となりました。主なものは割増退職金15百万円、金融商品取引責任準備金繰入れ14百万円、資

産除去債務会計基準の適用に伴う影響額14百万円等を計上したことによるものであります。

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

　経営成績に重要な影響を与える要因についての分析については、３ [対処すべき課題]及び４ [事業等のリスク] 

をご参照ください。

(5) キャッシュ・フローの状況についての分析

　キャッシュ・フローの状況についての分析については、１［業績等の概要］の（2）キャッシュ・フローの状況を

ご参照ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、外国為替証拠金取引システムの利便性の向上のためホームページのリニューアル及び法令・規

則等への対応のため取引システムへの設備投資を実施してまいりました。

　これに加え、事務所移転等に伴う建物附属設備等への設備投資及び会計システムの更新により、当連結会計年度の

設備への投資総額は、19百万円となりました。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社
 平成23年３月31日現在

事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額(千円) 従業

員数

(名)

建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)

ソフト

ウェア

リース

資産
その他 合計

本社

(福岡市博多区)
本社機能 2,472 ― ― 3,850 ― 633 6,955 6

　（注) １　当社は、持株会社であるため「セグメントの名称」の記載を省略しております。

　　　　２　金額については、消費税等は含まれておりません。

　　　　３　帳簿価額のうち「その他」は、器具及び備品であります。

　

(2) 国内子会社
 平成23年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業

員数

(名)

建物

及び

構築物

機械装置

及び

運搬具

土地

(面積㎡)

ソフト

ウェア

リース

資産
その他 合計

スター為

替証券㈱

本社

(東京都中央区)

投資・金融

サービス業　

営業設備 20,178 ― ― 96,091 ― 2,068118,33840

倉庫

(福岡市博多区)
倉庫 4,727 ―

28,016

(29.19)
― ― 4,66637,409 0

賃貸施設等

(１ヵ所)
賃貸設備

2,572

[2,572]
177

15,924

[15,924]

(16.60)

[16.60]

― ― ―
18,675

[18,497]
0

グリーン

環境㈱

本社・本店

(東京都中央区)
再生

エネルギー

・環境事業

営業設備 ― ― ― ― ― 283 283 7

大阪営業所

(大阪市中央区)
営業設備 0 ― ― ― ― ― 0 4

福岡営業所

(福岡市博多区)
営業設備 ― ― ― ― ― ― ― 3

　（注) １　上記中の［ 　］は、内書きで連結会社以外の者へ賃貸中のものであります。

２　金額については、消費税等は含まれておりません。

３　帳簿価額のうち「その他」は、器具及び備品であります。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
セグメント

の名称
設備の内容

投資予定額
資金調達方法

着手及び完了予定日

総額 既支払額 着手 完了

スター為替証券㈱
投資・金融

サービス業

ソフトウェア　

（取引システム等）
78百万円　 －　 自己資金　 平成23.4 平成24.3

(2) 重要な設備の除却等

特に記載すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年６月29日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,543,700 6,543,700

福岡証券取引所

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード)

単元株式数100株 

計 6,543,700 6,543,700 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成17年３月18日(注) ― 6,543,700 ― 2,500,000△4,000,0001,427,605

（注)　資本準備金の減少は、旧商法第289条第２項の規定に基づくその他資本剰余金への振替であります(平成17年２月16

日開催の臨時株主総会において決議)。

（６）【所有者別状況】

 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数　100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
― 6 12 17 6 ― 1,3301,371 ―

所有株式数

(単元)
― 3,478 857 4,863 250 ― 55,96265,4102,700

所有株式数

の割合(％)
― 5.32 1.31 7.43 0.38 ― 85.56100.00 ―

　（注) 　自己株式1,043,862株は、「個人その他」に10,438単元、「単元未満株式の状況」に62株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

吉田　信明 横浜市青葉区 1,220 18.65

佐藤　不三夫 東京都世田谷区 382 5.84

吉原商品㈱ 東京都杉並区浜田山２―３―15 255 3.91

木原　和喜 神奈川県鎌倉市 232 3.55

竹村　義則 広島市安佐南区 160 2.45

木原商事㈱ 東京都杉並区浜田山２―３―15 141 2.16

木原　秋好 東京都杉並区 129 1.98

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 100 1.53

大阪証券金融㈱ 大阪市中央区北浜２丁目４－６ 96 1.48

川崎　芳徳　 福岡県春日市 83 1.28

計 ― 2,802 42.83

　（注）　当社は自己株式1,043千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合15.95％)を保有しておりますが、当該自己

株式には議決権がないため、上記の「大株主の状況」からは除外しております。

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,043,800 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,497,200 54,972 ―

単元未満株式 普通株式 2,700 ― ―

発行済株式総数 6,543,700 ― ―

総株主の議決権 ― 54,972 ―

 

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

スターホールディングス㈱

福岡市博多区博多駅東

１―９―５
1,043,800― 1,043,800 15.95

計 ― 1,043,800― 1,043,800 15.95

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式

の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（平成21年６月１日）での決議状況
（取得期間　平成21年６月２日～平成22年５月31日）

300,000 　40,000

当事業年度前における取得自己株式 141,600 18,908

当事業年度における取得自己株式 11,200 1,383

残存決議株式の総数及び価額の総額 147,200 19,707

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 49.1 49.3

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 49.1 49.3

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（平成22年５月31日）での決議状況
（取得期間　平成22年６月２日～平成23年５月31日）

300,000 　40,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 218,400 39,572

残存決議株式の総数及び価額の総額 81,600 427

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 27.2 1.1

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 27.2 1.1

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（平成23年１月31日）での決議状況
（取得期間　平成23年２月１日～平成23年５月31日）

200,000 　40,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 101,100 16,944

残存決議株式の総数及び価額の総額 98,900 23,055

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 49.5 57.6

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 49.5 57.6

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 40 5

当期間における取得自己株式 ― ―
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の
総額(千円)

株式数(株)
処分価額の
総額(千円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
― ― ― ―

その他

（―）
― ― ― ―

保有自己株式数 1,043,862 ― 1,043,862 ―

（注）当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題として位置付けており、当社グループの利益状況に合わせた配当を

前提とし、財務内容及び事業展開等を勘案したうえで、可能な限り安定的かつ継続的な配当を行うことを基本方針と

しております。内部留保資金につきましては、今後の当社グループを取り巻く市場環境の変化等に備え、財務力の強化

のために用いることとし、確固たる経営基盤を構築してまいりたいと存じます。

　当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配当をすることができる。」旨を定款に定め

ておりますが、原則として期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　このような基本方針に基づき、無配とすることを決定いたしました。この結果、当期純資産配当率は0.0％となりま

す。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高(円) 1,200 405 210 195 336

最低(円) 370 155 90 102 89

　（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高(円) 336 236 237 208 265 213

最低(円) 103 179 173 172 186 89

　（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

社長
― 佐　藤　不三夫 昭和25年３月23日

昭和55年11月㈱ファースト企画入社

(注)２ 382

昭和57年12月双葉商事㈱(現スター為替証券㈱)入社

昭和60年９月同社取締役管理部長

平成16年12月当社代表取締役社長(現任)

平成20年４月スター為替㈱代表取締役社長

平成21年３月グリーン環境㈱取締役

平成21年10月スター為替証券㈱代表取締役副社長

平成22年３月グリーン環境㈱代表取締役社長(現任)

平成23年５月スター為替証券㈱代表取締役社長（現任）

取締役 ― 吉　田　信　明 昭和24年８月17日

昭和48年４月富士商品㈱入社

(注)２ 1,220

昭和50年４月双葉商事㈱(現スター為替証券㈱)入社、取締

役管理部長

昭和51年１月同社代表取締役

昭和53年１月同社代表取締役社長

平成16年12月当社取締役(現任)

平成20年４月スターインベスト㈱代表取締役社長(現任)

平成21年３月グリーン環境㈱取締役（現任）

平成21年10月スター為替証券㈱取締役会長（現任）

取締役
管理

部長
野　中　　　功 昭和34年２月18日

昭和57年４月双葉商事㈱(現スター為替証券㈱)入社

(注)２ 42

平成９年７月 同社総務部長

平成16年４月同社執行役員管理部長

平成21年３月グリーン環境㈱代表取締役社長

平成21年４月スター為替証券㈱代表取締役社長

平成21年６月当社取締役管理部長(現任)

平成22年３月グリーン環境㈱取締役（現任）

平成23年５月スター為替証券㈱取締役（現任）

取締役 ― 森　　　　一 昭和38年８月２日

昭和62年４月㈱マクドナルド入社

(注)２ 24

平成元年12月森商店入社

平成２年12月㈱鶴丸予備校入社

平成４年３月 東京メディクス㈱(現スター為替証券㈱)入社

平成９年７月 同社東京金融店店長

平成15年10月同社執行役員統括部長兼東京支店支店長

平成21年10月同社取締役（現任)

平成23年６月当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 ― 川　崎　芳　徳 昭和21年５月２日

昭和48年６月東京物産㈱入社

(注)３ 83

昭和51年６月双葉商事㈱(現スター為替証券㈱)入社

平成15年６月同社取締役管理部長

平成16年４月同社代表取締役社長

平成16年12月当社取締役管理部門管掌

平成19年４月スター為替株式会社代表取締役社長

平成20年４月スターアセット証券㈱(現スター為替証券㈱)

常勤監査役(現任)

平成20年６月当社常勤監査役(現任)

監査役 ― 林　　　和　雄 昭和21年２月５日

昭和47年３月林和雄会計事務所所長

(注)４ ―

平成４年５月 東京メディクス㈱(現スター為替証券㈱)監査

役(現任)

平成15年12月税理士法人林・畠山事務所代表社員

平成16年12月当社監査役(現任)

平成21年１月税理士 林和雄事務所代表(現任)

監査役 ― 福　田　孝　一 昭和31年７月７日

昭和55年11月昭和監査法人入所

(注)４

　
―

昭和59年10月監査法人太田哲三事務所入所

平成２年５月 福田会計事務所所長(現任)

平成６年６月 東京メディクス㈱(現スター為替証券㈱)監査

役(現任)

平成16年12月当社監査役(現任)

計 1,752

　（注）１　監査役林和雄、福田孝一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　平成23年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４　平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社グループは、コンプライアンス及びリスク管理の徹底、経営情報・財務情報の適時・適切な開示による経営の透

明性の確保をコーポレート・ガバナンスの基本としております。特に、コンプライアンスについては、当社グループの

最重要施策として位置付け、関連業法の遵守はもとより、社会的倫理観にかなう役職員の行動規範を明確にし、研修等

の実施を通してその徹底に取り組んでおります。

① 企業統治の体制

Ａ 取締役会

　当社の平成23年６月29日現在の取締役会は、取締役４名(社外取締役はおりません。)で構成されており、全員が

主要な子会社の取締役を兼務しております。これは同子会社の経営状況を常に把握した上で、各社あるいはグ

ループ全体に係る課題の抽出・点検や将来に向けた方針の策定に正確を期すことを目的とした措置であります。

　当社の取締役会は、定例の取締役会として、前月分の決算を討議・承認する月次決算会議と中長期的な課題の討

議を中心に行う取締役会を開催しております。

Ｂ 監査役会 

　当社は、監査役制度を採用しており、平成23年６月29日現在の監査役会は、監査役３名で構成されております。こ

のうち２名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役(非常勤)であり、子会社のスター為替証券株式会社の社

外監査役(非常勤)を兼務しております。

　当社の監査役は、取締役会に出席し取締役の意思決定に関して、善管注意義務、忠実義務等の法的義務の履行状

況及び取締役の監督義務の履行状況を監視するなど取締役が内部統制システムを適切に構築し運用しているか

を監視しております。

Ｃ 内部統制システムとリスク管理体制の整備の状況

　当社は、平成18年５月12日に内部統制システムの整備に係る決定を取締役会において決議しております。コンプ

ライアンス及びリスク管理の徹底に加え、グループ子会社からの報告体制の確立、さらに監査役の権限強化等に

よる内部監査の実効性の確保など、より充実したリスク管理体制の整備を図る内容となっております。

　当社グループのリスク管理については、子会社のスター為替証券株式会社におけるリスクがグループに重大な

影響を与えるため、同子会社のリスク管理体制を充実させることに主眼を置いております。具体的には、同子会社

の事業遂行において日々発生するリスクを市場リスク、取引先リスク、基礎的リスク、システムリスク、流動性リ

スク等に分類し、特に市場リスク及び取引先リスクについては重要度が高いため、毎営業日リスク相当額を算出

し、内部管理統括責任者をはじめとした複数の責任者が確認を行うことで、相互チェックの役割をも果たす体制

を執っております。また、経営に重大な影響を与えるリスクの発生時には、内部管理統括責任者が速やかに各取締

役及び常勤監査役に報告を行うこととし、迅速な経営判断が可能となっております。

　その他のリスクについても、法令又は社内諸規則・規程等を適用することにより、適切な管理を行っておりま

す。
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② 内部監査及び監査役監査の状況

　当社及び子会社のスター為替証券株式会社は、それぞれ独立した内部監査部門を設置し、責任者を１名ずつ任命

しております。内部監査部門の責任者は、監査役の補助者として任命されております。また、内部監査の結果及び

内部通報規程に基づく内部通報の結果につき、遅滞なく常勤監査役に報告する体制を設けております。

③ 会計監査の状況

　会計監査については、新日本有限責任監査法人を選任し、同監査法人により適切な監査が実施されているほか、

同監査法人は、子会社のスター為替証券株式会社の会社法監査も行っております。

　また、会計監査人と監査役との連携状況としては、会計監査人による同子会社の支店往査に監査役が同行し、当

該監査の場において、会計監査人が業務遂行上の課題点等を監査役に報告することにより、速やかな改善が行え

る体制を設けております。

　なお、当期において当社の業務を執行した公認会計士の氏名等は、以下のとおりであります。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定有限責任社員 坂本　克治
新日本有限責任監査法人

業務執行社員 工藤　雅春

（注) １　継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。

２　同監査法人は、既に自主的に業務執行社員について当社の会計監査に一定期間を超えて関与するこ

とがないような措置をとっております。

監査業務に係る補助者の構成　　公認会計士　5名　　その他　10名

④ 社外取締役及び社外監査役

　当社は社外監査役を２名選任しております。当社と社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利

害関係について特別な関係がないため、一般株主と利益相反が生じるおそれがなく、経営陣とは独立した立場に

あると考えております。また、社外監査役２名は公認会計士または税理士であり、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有していることから、財務及び会計の面での監督機能を果たすと考えております。

　また、定期的に当社の取締役会に出席し、年４回開催される監査役会を通じて、当社及び当社グループの内部監

査及び会計監査、内部統制監査についての内容確認及び情報交換などを行っております。

　なお、当社は社外取締役を選任しておりませんが、上述の社内体制によりその機能及び役割を補完しているして

いると考えていることから、当該社内体制を採用しております。　

⑤ 役員報酬等

Ａ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数　

役員区分
報酬等
の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役（注）１

（社外取締役を除く。）
― ― ― ― ― ―

監査役（注）２

（社外監査役を除く。）
4,320 4,320 ― ― ― 1

社外役員（注）３ 1,200 1,200 ― ― ― 2

（注）１ 取締役は、全員、子会社の取締役を兼務しており、子会社から支払われている報酬の合計支給額は、

55,300千円であります。

　　　２ 監査役は、子会社の監査役を兼務しており、子会社から支払われている報酬の合計支給額は、1,620千円

であります。

　　　３ 社外役員は、全員、子会社の社外監査役を兼務しており、子会社から支払われている報酬の合計支給額

は、2,400千円であります。

　

Ｂ 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は、平成23年６月29日現在において役員の報酬等の額又はその算定方法の決定方針及び決定方法につい

ては定めておりません。
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⑥ 株式の保有状況

　当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）であるスター為替証券株式会社については以下のとおりです。

Ａ 投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　３銘柄　24,239千円

Ｂ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

㈱福岡中央銀行 25,350 8,695 安定株主の確保

㈱りそなホールディングス 14,000 5,544 安定株主の確保

　

Ｃ 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度
（千円）

当事業年度
（千円）

貸借対照表
計上額の
合計額　

貸借対照表
計上額の
合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 23,938 23,938 ― ― （注）

非上場株式以外の株式 135,685 100,631 1,922 ― 40,268

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「評価損益の合計額」は記載しておりません。

　

　当社の株式の保有状況は以下のとおりです。

Ａ 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度
（千円）

当事業年度
（千円）

貸借対照表
計上額の
合計額　

貸借対照表
計上額の
合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ― 6,729 ― ― （注）

非上場株式以外の株式 ― ― ― ― ―

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「評価損益の合計額」は記載しておりません。

Ｂ 投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計

上額

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

日本バイオ・エネルギー開発㈱ 750 6,729

キャピタルアセットマネジメント㈱　 150 ―
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⑦ 取締役会の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

⑧ 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

　また、累積投票による取締役の選任については、累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

⑨ 株主総会の特別決議の要件　

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の

３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

⑩ 株主総会決議事項を取締役会に授権する事項　　

Ａ 自己株式の取得に関する事項

　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行する

ことを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己

の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

Ｂ 中間配当に関する事項

　当社は、株主への安定的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を

取締役会の決議によって行うことができる旨を定款に定めております。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 23,000 ― 14,000 ―

連結子会社 8,000 4,100 8,000 3,300

計 31,000 4,100 22,000 3,300

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（1） 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づき作成してお

ります。

　なお、商品先物取引業の固有の事項については、社団法人日本商品取引員協会が定めた「商品先物取引業統一経

理基準」（平成５年３月３日付社団法人日本商品取引員協会理事会決議）及び「商品先物取引業における金融

商品取引法に基づく開示の内容について」（平成５年７月14日付社団法人日本商品取引員協会理事会決議）に

準拠して作成しておりましたが、平成22年3月に商品先物取引受託業務を廃止しております。

　また、金融商品業固有の事項のうち主なものについては、連結財務諸表規則第47条及び第69条の規定に基づい

て、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関

する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議）に準拠して作成しております。

（2） 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。　　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準等の内容を適切に把握することにより、連結財務諸表等

の適正性の確保に努めております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 4,285,014

※1
 3,785,415

預託金 1,400,000 1,400,000

顧客分別金信託 ※2
 400,000

※2
 400,000

顧客区分管理信託 ※3
 1,000,000

※3
 1,000,000

売掛金 767 2,677

商品 2,491 1,629

差入保証金 26,523,501 30,887,136

未収還付法人税等 28,314 60,993

その他 154,858 127,760

貸倒引当金 － △8,516

流動資産合計 32,394,949 36,257,095

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 52,785 52,209

減価償却累計額 △20,589 △22,258

建物及び構築物（純額） 32,196 29,950

機械装置及び運搬具 3,395 3,395

減価償却累計額 △3,168 △3,217

機械装置及び運搬具（純額） 227 177

土地 43,941 43,941

その他 61,106 48,895

減価償却累計額 △52,689 △41,243

その他（純額） 8,417 7,651

有形固定資産合計 84,782 81,720

無形固定資産 119,865 103,849

投資その他の資産

投資有価証券 267,058 205,494

その他 624,632 484,048

貸倒引当金 △291,839 △188,863

投資その他の資産合計 599,851 500,678

固定資産合計 804,499 686,249

資産合計 33,199,448 36,943,345
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 9,762 3,938

未払法人税等 11,917 10,159

繰延税金負債 － 480

外国為替取引預り証拠金 27,091,400 31,130,788

訴訟損失引当金 192,045 4,588

その他 215,342 428,406

流動負債合計 27,520,466 31,578,361

固定負債

繰延税金負債 51,622 13,955

役員退職慰労引当金 320,720 320,720

負ののれん 396,193 366,845

長期リース資産減損勘定 49 －

固定負債合計 768,586 701,521

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※4
 51,430

※4
 66,233

特別法上の準備金合計 51,430 66,233

負債合計 28,340,482 32,346,116

純資産の部

株主資本

資本金 2,500,000 2,500,000

資本剰余金 60,749 60,749

利益剰余金 2,484,853 2,310,904

自己株式 △235,909 △293,815

株主資本合計 4,809,693 4,577,839

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 49,271 19,390

その他の包括利益累計額合計 49,271 19,390

純資産合計 4,858,965 4,597,229

負債純資産合計 33,199,448 36,943,345
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業収益

受取手数料 2,301,243 －

受入手数料 － 1,778,748

売買損益 △32,177 －

売上高 － 260,724

その他 29,493 4,277

営業収益合計 2,298,559 2,043,750

売上原価 － 197,997

純営業収益 － 1,845,752

営業費用

取引所関係費 550,269 －

人件費 ※1
 762,012 －

旅費及び交通費 20,227 －

広告宣伝費 270,860 －

通信費 81,466 －

不動産賃借料 147,649 －

電算機費 393,046 －

減価償却費 59,310 －

訴訟損失引当金繰入額 195,277 －

その他 419,917 －

営業費用合計 2,900,038 －

販売費及び一般管理費

取引所関係費 － 525,715

人件費 － ※1
 556,149

旅費及び交通費 － 13,302

広告宣伝費 － 261,853

通信費 － 43,180

不動産賃借料 － 73,420

電算機費 － 267,490

減価償却費 － 41,905

貸倒引当金繰入額 － 22,649

その他 － 214,475

販売費及び一般管理費合計 － 2,020,144

営業損失（△） △601,478 △174,391

営業外収益

受取利息 4,214 2,177

受取配当金 3,912 2,729

負ののれん償却額 29,347 29,347

その他 4,006 3,111

営業外収益合計 41,481 37,365
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業外費用

創立費償却 2,162 －

投資事業組合運用損 12,607 12,959

貸倒引当金繰入額 － 1,703

為替差損 2,595 2,392

減価償却費 93 2

その他 435 503

営業外費用合計 17,895 17,562

経常損失（△） △577,892 △154,588

特別利益

商品取引責任準備金戻入額 142,985 －

貸倒引当金戻入額 15,608 －

訴訟損失引当金戻入額 － 15,320

投資有価証券売却益 － 1,337

事業譲渡益 12,777 －

出資金償還益 137,796 －

その他 － 24

特別利益合計 309,167 16,681

特別損失

固定資産売却損 ※2
 826 －

固定資産除却損 ※3
 22,989

※3
 121

減損損失 ※4
 67,558

※4
 1,185

金融商品取引責任準備金繰入れ 15,926 14,802

出資金償還損 127,511 －

ゴルフ会員権評価損 3,075 －

割増退職金 13,577 15,350

システム解約違約金 125,935 －

原状回復費用 43,700 －

賃貸借契約解約損 － 3,081

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,195

その他 2,401 2,400

特別損失合計 423,501 51,137

税金等調整前当期純損失（△） △692,227 △189,044

法人税、住民税及び事業税 179,033 4,368

法人税等調整額 △21,378 △19,464

法人税等合計 157,655 △15,095

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △173,948

当期純損失（△） △849,882 △173,948
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【連結包括利益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △173,948

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △29,881

その他の包括利益合計 － ※2
 △29,881

包括利益 － ※1
 △203,830

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △203,830
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,500,000 2,500,000

当期末残高 2,500,000 2,500,000

資本剰余金

前期末残高 60,749 60,749

当期末残高 60,749 60,749

利益剰余金

前期末残高 3,334,735 2,484,853

当期変動額

当期純損失（△） △849,882 △173,948

当期変動額合計 △849,882 △173,948

当期末残高 2,484,853 2,310,904

自己株式

前期末残高 △216,184 △235,909

当期変動額

自己株式の取得 △19,724 △57,906

当期変動額合計 △19,724 △57,906

当期末残高 △235,909 △293,815

株主資本合計

前期末残高 5,679,300 4,809,693

当期変動額

当期純損失（△） △849,882 △173,948

自己株式の取得 △19,724 △57,906

当期変動額合計 △869,606 △231,854

当期末残高 4,809,693 4,577,839

EDINET提出書類

スターホールディングス株式会社(E03818)

有価証券報告書

31/72



(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 61,692 49,271

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△12,421 △29,881

当期変動額合計 △12,421 △29,881

当期末残高 49,271 19,390

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 61,692 49,271

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△12,421 △29,881

当期変動額合計 △12,421 △29,881

当期末残高 49,271 19,390

純資産合計

前期末残高 5,740,993 4,858,965

当期変動額

当期純損失（△） △849,882 △173,948

自己株式の取得 △19,724 △57,906

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12,421 △29,881

当期変動額合計 △882,028 △261,736

当期末残高 4,858,965 4,597,229
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △692,227 △189,044

減価償却費 59,404 41,908

減損損失 67,558 1,185

負ののれん償却額 △29,347 △29,347

有形固定資産除却損 840 121

有形固定資産売却損益（△は益） 826 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △1,337

貸倒引当金の増減額（△は減少） △77,877 △94,459

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3,665 －

受取利息及び受取配当金 △8,127 △4,906

顧客分別金信託の増減額（△は増加） 200,000 －

顧客区分管理信託の増減額（△は増加） △79,899 －

預託金の増減額（△は増加） 75,000 －

金銭の信託の増減額（△は増加） 100,000 －

外国為替取引分別保管預金の増減額（△は増
加）

94,121 －

委託者未収金の増減額（△は増加） 54,465 －

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 25,445 －

委託者先物取引差金（借方）の増減額（△は増
加）

392,337 －

差入保証金の増減額（△は増加） △6,082,295 △4,363,634

長期未収債権の増減額（△は増加） 125,940 121,286

預り証拠金の増減額（△は減少） △936,141 －

外国為替取引預り証拠金の増減額（△は減少） 7,489,927 4,039,388

受入保証金の増減額（△は減少） △104,535 －

預り金の増減額（△は減少） △358,007 △23,114

その他 179,150 274,625

小計 492,892 △227,326

利息及び配当金の受取額 9,289 4,964

法人税等の支払額 △445,104 △65,241

法人税等の還付額 2,242 28,314

営業活動によるキャッシュ・フロー 59,320 △259,289
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △45,813 △5,606

有形固定資産の売却による収入 942 －

無形固定資産の取得による支出 △94,994 △14,030

長期前払費用の取得による支出 － △50,300

投資有価証券の取得による支出 △15,000 －

投資有価証券の売却による収入 － 2,337

従業員に対する貸付けによる支出 △6,500 △1,800

従業員に対する貸付金の回収による収入 19,020 1,935

出資金の売却による収入 177,284 －

その他 600 2,615

投資活動によるキャッシュ・フロー 35,538 △64,849

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △19,724 △57,906

配当金の支払額 △43 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △19,768 △57,906

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 75,090 △382,046

現金及び現金同等物の期首残高 3,115,002 3,190,092

現金及び現金同等物の期末残高 3,190,092 2,808,046
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【継続企業の前提に関する注記】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　３社

連結子会社の名称

スター為替証券㈱

スターインベスト㈱

グリーン環境㈱ 

　平成21年10月1日に連結子会社である

スターアセット証券㈱を存続会社とす

る吸収合併により連結子会社であるス

ター為替㈱は消滅したため、連結の範

囲から除外しております。

　また、新会社の商号をスター為替証券

㈱としております。　

全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　３社

連結子会社の名称

スター為替証券㈱

スターインベスト㈱

グリーン環境㈱ 

　

２　連結子会社の事業年度等に関

する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。
同左

３　会計処理基準に関する事項   

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法

①　有価証券

売買目的有価証券(商品有価証券等)

時価法によっております。

(売却原価は、移動平均法により算

定)

①　有価証券

売買目的有価証券(商品有価証券等)

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法によっておりま

す。

(評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法によっ

ております。

時価のないもの

同左

 　なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資(金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの)については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算報告書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によって

おります。

　

 ②　デリバティブ

　時価法によっております。

②　デリバティブ

同左　

 ③　たな卸資産

商品　

　個別法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

③　たな卸資産

商品　

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

①　有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 ②　無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 ③　長期前払費用

　均等償却をしております。

　なお、償却期間については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

おります。

③　長期前払費用

同左

　 ④　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。

④　リース資産

同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法①　創立費

　５年間の定額法で償却しております。

──────

(4) 重要な引当金の計上基準①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、当

連結会計年度末における従業員賞与支

給見込額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

 ③　訴訟損失引当金

　商品先物取引事故及び金融商品取引

事故による損失に備えるため、損害賠

償請求等に伴う損失見込額のうち、金

融商品取引責任準備金期末残高を超え

る額を計上しております。

③　訴訟損失引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

 ④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上する

こととしております。

　ただし、当連結会計年度末において、

年金資産の見込額が退職給付債務の見

込額を上回るため、長期前払年金費用

を計上しております。

④　退職給付引当金

同左

 　なお、過去勤務債務については、各連

結会計年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（４年）

による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の連結会計年度から費用処

理しております。

　また、数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（４

年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しております。

　

 ⑤　役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

 ⑥　金融商品取引責任準備金

　金融商品取引事故による損失に備え

るため、金融商品取引法第46条の５の

規定に基づき、「金融商品取引業等に

関する内閣府令」第175条に定めると

ころより算出した額を計上しておりま

す。

⑥　金融商品取引責任準備金

同左

(5) のれんの償却方法及び償却

期間

────── 　負ののれんの償却については、20年間の

定額法により償却をしております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計

算書における資産の範囲

────── 　連結キャッシュフロー・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金及び随時引き出し可能な預

金並びに取得日から３ヶ月以内に償還期

限が到来する短期投資のうち容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わないものからなって

おります。

(7) その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理

同左

４　連結子会社の資産及び負債の

評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

──────

５　のれん及び負ののれんの償却

に関する事項

　負ののれんの償却については、20年間の

定額法により償却をしております。

──────

６　連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金及び随時引き出し可能な預金並びに取

得日から３ヶ月以内に償還期限が到来す

る短期投資のうち容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わないものからなっておりま

す。

──────
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、税金等調整前当期純損失は、14,195千円増加

しております。　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(連結貸借対照表)

　前連結会計年度まで流動資産の「金銭の信託」に含めて

表示していた外国為替証拠金取引にかかる金銭信託額は、

「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する

内閣府令」の施行に合わせ、「顧客区分管理信託」として

流動資産の「預託金」の内訳として表示しております。

　なお、前連結会計年度の「金銭の信託」に含まれている

「顧客区分管理信託」は920,100千円であります。

──────

────── (連結損益計算書)

１　当社は「商品先物取引業統一経理基準」に基づき連結

財務諸表を作成しておりましたが、商品先物取引受託業

務を廃止したことに伴い、以下のとおり表示科目を変更

しております。

（1）「受取手数料」を「受入手数料」へ変更しておりま

す。

（2）「営業収益」より「売上原価」を控除した額を「純

営業収益」として計上しております。

（3）「売上高」と「売上原価」を相殺する「純額表示」

をしておりましたが、「総額表示」をしております。

（4）「営業費用」を「販売費及び一般管理費」へ変更し

ております。

２　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期

純損失」の科目で表示しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

　営業活動によるキャッシュ・フローの「顧客区分管理信

託の増減額」は、前連結会計年度は営業活動によるキャッ

シュ・フローの「金銭の信託の増減額」に含めて表示し

ておりましたが、「金融商品取引業等に関する内閣府令の

一部を改正する内閣府令」の施行に合わせ区分掲記して

おります。

　なお、前連結会計年度の「金銭の信託の増減額」に含ま

れている「顧客区分管理信託の増減額」は549,900千円で

あります。

──────

【追加情報】
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前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

（金融商品の時価等の開示について)

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。

（賃貸等不動産の時価等の開示について)

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に

関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年

11月28日）を適用しております。

──────

　

　

　

　

　

──────

──────

　

　

　

　

　

──────

　

（セグメント情報等の開示について)

　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関す

る会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。

（包括利益の表示について）

　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金

額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合

計」の金額を記載しております。　

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

 ※１　担保に供している資産

　　　 当座預金　　　　　　　　　1,052,743千円

　　　　 外国為替証拠金取引に関連して生じる債務に備えるた

め、取引先金融機関へ預託しております。　　　　　　　

※１　担保に供している資産

　　　 当座預金　　　　　　　　 　917,642千円

　　　　 外国為替証拠金取引に関連して生じる債務に備えるた

め、取引先金融機関へ預託しております。　　　　　　　　

※２　金融商品取引法第43条の２第２項に基づき、国内にお

いて信託会社等に信託された顧客分別金信託額であり

ます。

※２　　　　　　　　　　同左

※３　金融商品取引法第43条の３第２項に基づき、自己資産

と区分して管理するため信託された金銭信託であり

ます。

※３　　　　　　　　　　同左

※４　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、次

のとおりであります。

※４　　　　　　　　　　同左

金融商品取引責任準備金金融商品取引法第46条の５ 　
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　人件費の内訳は、次のとおりであります。 ※１　人件費の内訳は、次のとおりであります。

役員報酬    113,150千円

従業員給与・賞与     509,811千円

役員退職慰労金   3,705千円

退職給付費用   73,116千円

福利厚生費   62,229千円

合計     762,012千円

役員報酬    103,400千円

従業員給与・賞与     343,539千円

退職給付費用   70,112千円

福利厚生費   39,097千円

合計     556,149千円

※２　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ──────

土地・建物    826千円 　

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 389千円

器具及び備品 450千円

ソフトウェア 15,918千円

長期前払費用 6,230千円

合計     22,989千円

建物 0千円

器具及び備品 121千円

合計     121千円

※４　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しております。

※４　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しております。

　連結子会社

場所 用途 種類 減損損失
東京本社

(東京都中央区)
処分予定 設備   10,025千円

東京本社
(東京都中央区)

遊休資産 リース資産   157千円

福岡本社
(福岡市)

処分予定 設備   13,525千円

福岡本社
(福岡市)

遊休資産
器具及び
備品　

   451千円

福岡本社
(福岡市)

遊休資産
ソフト
ウェア

  2,835千円

福岡本社
(福岡市)

遊休資産
長期前払
費用　

   1,066千円

東京支社
(東京都中央区)

処分予定 設備    9,515千円

東京支社
(東京都中央区)

処分予定
器具及び
備品

   1,659千円

東京支社
(東京都中央区)

遊休資産
器具及び
備品　

   264千円

東京支社
(東京都中央区)

遊休資産
ソフト
ウェア

   6,338千円

東京支社
(東京都中央区)

遊休資産
長期前払
費用

  15,233千円

大阪支店
(大阪市)

処分予定 設備    5,268千円

大阪支店
(大阪市)

処分予定
器具及び
備品　

   7千円

大阪支店
(大阪市)

遊休資産
器具及び
備品　

   611千円

大阪支店
(大阪市)

遊休資産
ソフト
ウェア　

   41千円

本社営業店
(福岡市)

処分予定 設備    500千円

本社営業店
(福岡市)

処分予定
器具及び
備品　

   35千円

本社営業店
(福岡市)

遊休資産
ソフト
ウェア　

   19千円

合計     67,558千円

　

　連結子会社

場所 用途 種類 減損損失
大阪営業所
(大阪市)

処分予定 設備   1,185千円
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前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　当社グループは事業用資産について継続的に収支の

把握を行っている管理会計上の単位である事業所を独

立した単位としてグルーピングを行いました。また、遊

休資産についてはそれぞれの個別物件をグルーピング

の最小単位として減損損失の兆候を判定しておりま

す。

　この結果、当連結会計年度においては、上記遊休資産

等を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て計上いたしました。

　当社グループは事業用資産について継続的に収支の

把握を行っている管理会計上の単位である事業所を独

立した単位としてグルーピングを行いました。また、遊

休資産についてはそれぞれの個別物件をグルーピング

の最小単位として減損損失の兆候を判定しておりま

す。

　この結果、当連結会計年度においては、上記資産を備

忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上

いたしました。　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益　　　　△862,303千円

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金　　　　 △12,421千円

　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株

式数に関する事項

 発行済株式の種類 自己株式の種類

 普通株式 普通株式

前連結会計年度末

株式数
6,543,700株 564,132株

当連結会計年度

増加株式数
―株 148,990株

当連結会計年度

減少株式数
―株 ―株

当連結会計年度末

株式数
6,543,700株 713,122株

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自己

株式の取得による増加148,900株、単元未満株式の買取による増加

90株であります。

　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株

式数に関する事項

 発行済株式の種類 自己株式の種類

 普通株式 普通株式

前連結会計年度末

株式数
6,543,700株 713,122株

当連結会計年度

増加株式数
―株 330,740株

当連結会計年度

減少株式数
―株 ―株

当連結会計年度末

株式数
6,543,700株 1,043,862株

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自己

株式の取得による増加330,700株、単元未満株式の買取による増加

40株であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,285,014千円

証券取引責任準備金口 △10,792千円

金融先物取引責任準備金口 △31,385千円

外国為替取引担保預金 △1,052,743千円

現金及び現金同等物 3,190,092千円

 

現金及び預金勘定 3,785,415千円

証券取引責任準備金口 △10,792千円

金融先物取引責任準備金口 △48,933千円

外国為替取引担保預金 △917,642千円

現金及び現金同等物 2,808,046千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

  
取得価額
相当額
(千円)

 

減価償却
累計額
相当額
(千円)

 
期末残高
相当額
(千円)

有形固定資産

「その他」

(器具及び備品)

 738 603 135

合計  738 603 135

──────

②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘

定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘

定期末残高

──────

１年内 145千円

合計 145千円

リース資産減損勘定期末残高 49千円

　

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 40,058千円

リース資産減損勘定の取崩額 9,072千円

減価償却費相当額 28,567千円

支払利息相当額 1,301千円

減損損失 157千円

支払リース料 147千円

リース資産減損勘定の取崩額 49千円

減価償却費相当額 135千円

支払利息相当額 2千円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

・利息相当額の算定方法

同左
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針　

　当社グループは、金融商品取引業を中心に行っており、顧客より受け入れた金銭について預託金又は差

入保証金にて当社グループ固有の資産と区分して管理することとしております。また、一時的な余資は

主に流動性の高い金融資産で運用しております。なお、借入金等による資金調達は行っておりません。

　デリバティブ取引は、連結子会社におきまして、下記イ及びロを目的として商品先物取引及び株価指数

先物取引、外国為替証拠金取引を行っております。

　イ　受託業務を円滑に実施し、市場の機能を維持すること

　ロ　収益の獲得

　なお、当連結会計年度末時点において、商品先物取引及び外国為替証拠金取引における自己売買業務は

廃止しております。また、株価指数先物取引における自己売買業務を休止しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　預託金である顧客分別金信託及び顧客区分管理信託の信託財産は、国債等を中心とした債券、コール

貸付又は銀行預金等により運用されており信用リスク並びに金利変動リスクに晒されております。

　差入保証金は、主に連結子会社の加入する金融商品取引所への金銭の差入であり、信用リスクに晒さ

れております。

　投資有価証券は、株式及び投資事業有限責任組合の出資持分であり、それぞれ市場価格の変動リスク

及び発行体の信用リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制　

①信用リスクの管理

　預託金である顧客分別金信託及び顧客区分管理信託の信託財産は、国債等を中心とした債券、コール

貸付又は銀行預金等により運用されており信用リスクは僅少であります。

　差入保証金は、主に連結子会社の加入する金融商品取引所への金銭の差入であり、信用リスクは僅少

であります。

　デリバティブ取引については、当連結会計年度末時点において廃止または休止しております。

②市場リスクの管理　

　デリバティブ取引については、当連結会計年度末時点において廃止または休止しております。

　投資有価証券については、管理部門等にて定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、含まれておりません（（注）2．参照）。

　
連結貸借対照表上計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 　4,285,014 4,285,014 ―

（2）預託金 1,400,000 1,400,000 ―

（3）差入保証金 26,523,501 26,523,501 ―

（4）投資有価証券 162,574 162,574 ―

資産計 32,371,091 32,371,091 ―

　外国為替取引預り証拠金 27,091,400 27,091,400 ―

負債計 27,091,400 27,091,400 ―

デリバティブ取引 ― ― ―

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（1）現金及び預金、（2）預託金、（3）差入保証金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（4）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所等の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する

事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

負債

　外国為替取引預り証拠金

　外国為替取引預り証拠金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引　

当連結会計年度末時点において休止しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 　43,911

　投資事業有限責任組合出資持分 　60,572

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資

有価証券」には含めておりません。　

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）　

10年超

（千円）

　現金及び預金 4,285,014 ― ― ―

　預託金 1,400,000 ― ― ―

　差入保証金 26,523,501 ― ― ―

　合計 32,208,516 ― ― ―
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針　

　当社グループは、金融商品取引業を中心に行っており、顧客より受け入れた金銭について預託金又は差

入保証金にて当社グループ固有の資産と区分して管理することとしております。また、一時的な余資は

主に流動性の高い金融資産で運用しております。なお、借入金等による資金調達は行っておりません。

　デリバティブ取引は、連結子会社におきまして、収益の獲得を目的として商品先物取引及び株価指数先

物取引、外国為替証拠金取引を行っております。

　なお、デリバティブ取引については、当連結会計年度末時点において休止しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　預託金である顧客分別金信託及び顧客区分管理信託の信託財産は、国債等を中心とした債券、コール

貸付又は銀行預金等により運用されており信用リスク並びに金利変動リスクに晒されております。

　差入保証金は、主に連結子会社の加入する金融商品取引所への金銭の差入であり、信用リスクに晒さ

れております。

　投資有価証券は、株式及び投資事業有限責任組合の出資持分であり、それぞれ市場価格の変動リスク

及び発行体の信用リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制　

①信用リスクの管理

　預託金である顧客分別金信託及び顧客区分管理信託の信託財産は、国債等を中心とした債券、コール

貸付又は銀行預金等により運用されており信用リスクは僅少であります。

　差入保証金は、主に連結子会社の加入する金融商品取引所への金銭の差入であり、信用リスクは僅少

であります。

　デリバティブ取引については、当連結会計年度末時点において休止しております。

②市場リスクの管理　

　デリバティブ取引については、当連結会計年度末時点において休止しております。

　投資有価証券については、管理部門等にて定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、含まれておりません（（注）2．参照）。

　
連結貸借対照表上計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 　3,785,415 3,785,415 ―

（2）預託金 1,400,000 1,400,000 ―

（3）差入保証金 30,887,136 30,887,136 ―

（4）投資有価証券 114,970 114,970 ―

資産計 36,187,521 36,187,521 ―

　外国為替取引預り証拠金 31,130,788 31,130,788 ―

負債計 31,130,788 31,130,788 ―

デリバティブ取引 ― ― ―

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

（1）現金及び預金、（2）預託金、（3）差入保証金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（4）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所等の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する

事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

負債

　外国為替取引預り証拠金

　外国為替取引預り証拠金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 　42,911

　投資事業有限責任組合出資持分 　47,612

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資

有価証券」には含めておりません。　

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）　

10年超

（千円）

　現金及び預金 3,785,415 ― ― ―

　預託金 1,400,000 ― ― ―

　差入保証金 30,887,136 ― ― ―

　合計 36,072,551 ― ― ―
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（有価証券関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　その他有価証券

 
連結貸借対照表
計上額(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

①　株式 144,353 58,263 86,090

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 144,353 58,263 86,090

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

①　株式 18,121 23,909 △5,787

②　債券 ― ― ―

③　その他 100 100 ―

小計 18,221 24,009 △5,787

合計 162,574 82,272 80,302

（注）　非上場株式及び投資事業有限責任組合への出資（連結貸借対照表計上額104,483千円）については、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には

含めておりません。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　その他有価証券

 
連結貸借対照表
計上額(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

①　株式 92,393 49,383 43,010

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 92,393 49,383 43,010

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

①　株式 22,477 32,789 △10,312

②　債券 ― ― ―

③　その他 100 100 ―

小計 22,577 32,889 △10,312

合計 114,970 82,272 32,698

（注）　非上場株式及び投資事業有限責任組合への出資（連結貸借対照表計上額90,523千円）については、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含

めておりません。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

 
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

①　株式 2,337 1,337 ―

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

合計 2,337 1,337 ―
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　スターホールディングス株式会社及びスター為替証券

株式会社は、確定給付企業年金制度を設けております。

　また、スターホールディングス株式会社、スター為替証

券株式会社及びグリーン環境株式会社は、複数事業主制

度による総合設立型の厚生年金基金に加入しておりま

す。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数

事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

　①制度全体の積立状況に関する事項（平成21年3月31　

日）

 年金資産額 49,392百万円

 年金財政計算上の給付債務の額 62,295百万円

 差引額 △12,902百万円

　①制度全体の積立状況に関する事項（平成22年3月31　

日）

 年金資産額 55,707百万円

 年金財政計算上の給付債務の額 55,716百万円

 差引額 △8百万円

　②制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自 

平成21年４月１日　至 平成22年３月31日）

1.7％ 

　②制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自 

平成22年４月１日　至 平成23年３月31日）

1.7％ 

　③補足説明

　　上記①の差引額の主な要因は以下のとおりでありま

す。

未償却過去勤務債務残高 917百万円

剰余金 △13,277百万円

過去勤務債務の償却方法 期間12年の元利均等償却

残余償却年数  ６年

　③補足説明

　　上記①の差引額の主な要因は以下のとおりでありま

す。

未償却過去勤務債務残高 4,492百万円

剰余金 3,349百万円

過去勤務債務の償却方法 期間20年の元利均等償却

残余償却年数  19年

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 225,199千円 

②　年金資産 184,030千円 

③　未認識数理計算上の差異 91,764千円 

差引 △50,595千円 

④　前払年金費用 50,595千円 

⑤　退職給付引当金 ―千円 

①　退職給付債務 205,509千円 

②　年金資産 146,114千円 

③　未認識数理計算上の差異 60,986千円 

差引 △1,591千円 

④　前払年金費用 1,591千円 

⑤　退職給付引当金 ―千円 

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 41,040千円

②　利息費用 6,477千円

③　期待運用収益 △5,190千円

④　過去勤務債務の費用処理額 3,160千円

⑤　数理計算上の差異の費用処理額 27,628千円

⑥　退職給付費用 73,116千円

①　勤務費用 26,410千円

②　利息費用 4,503千円

③　期待運用収益 △3,680千円

④　数理計算上の差異の費用処理額 42,879千円

⑤　退職給付費用 70,112千円

（注）厚生年金基金への掛金拠出額(14,530千円)は、

「①勤務費用」に含めて計上しております。

（注）厚生年金基金への掛金拠出額(10,084千円)は、

「①勤務費用」に含めて計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　割引率 2.0％

②　期待運用収益率 2.0％

③　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④　数理計算上の差異の処理年数 ４年

⑤　過去勤務債務の処理年数 ４年

①　割引率 2.0％

②　期待運用収益率 2.0％

③　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

④　数理計算上の差異の処理年数 ４年

⑤　過去勤務債務の処理年数 ４年
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(繰延税金資産)   

貸倒引当金 118,778千円

役員退職慰労引当金 130,533 

減損損失累計額 17,783 

訴訟損失引当金 78,162 

税務上の繰越欠損金額 1,976,462 

その他 67,243 

繰延税金資産小計 2,388,964 

評価性引当額 △2,388,964 

繰延税金資産合計 ― 

(繰延税金負債)   

確定給付企業年金に係る前払費

用

20,592 

その他有価証券評価差額金 31,030 

繰延税金負債合計 51,622 

繰延税金負債の純額 51,622 

(繰延税金資産)   

貸倒引当金 80,333千円

役員退職慰労引当金 130,533 

減損損失累計額 2,449 

訴訟損失引当金 1,867 

税務上の繰越欠損金額 1,949,425 

その他 82,090 

繰延税金資産小計 2,246,700 

評価性引当額 △2,246,700 

繰延税金資産合計 ― 

(繰延税金負債)   

確定給付企業年金に係る前払費

用

647 

未収事業税 480 

その他有価証券評価差額金 13,308 

繰延税金負債合計 14,436 

繰延税金負債の純額 14,436 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

    　当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上し

ているため注記を省略しております。 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

    　当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上し

ているため注記を省略しております。 

（企業結合等関係）

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

（共通支配下の取引等）

　１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要

(1)統合当事企業の名称及びその事業の内容

　 結合企業

   　名称：スターアセット証券株式会社（当社の連結子会社）

　　 事業の内容：商品先物取引業、金融商品取引業（証券取引、外国為替証拠金取引）

　 被結合企業 

　 　名称：スター為替株式会社（当社の連結子会社）

　 　事業の内容：金融商品取引業（外国為替証拠金取引）

(2)企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

　スターアセット証券株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、スター為替株式会社は解散し、結

合後の企業の名称は、スター為替証券株式会社となりました。

(3)取引の目的を含む取引の概要

　 　子会社２社の合併により、グループの再構築と業務の効率化を行い、堅固な収益基盤を確立するため

であります。

２．実施した会計処理の概要

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日公表

分）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

　当連結会計年度末（平成23年３月31日）

　　該当事項はありません。

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

投資・金融

サービス業

（千円）

環境・省エネ

ルギー支援

サービス業

（千円）

合計（千円）
消去又は全社

（千円）
連結（千円）

Ⅰ 営業収益 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する営業収益 　2,279,631　18,928　2,298,559 ― 　2,298,559

　(2)セグメント間の内部取引

　　 又は振替高　
― ― ― ― ―

計 　2,279,631　18,928　2,298,559 ― 　2,298,559

　営業費用 　2,835,592　67,825　2,903,418△3,379　2,900,038

　営業利益又は営業損失（△） 　△555,960　△48,897　△604,858 3,379　△601,478

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

　 及び資本的支出
　 　 　 　 　

　資産 　32,721,360　11,687　32,733,047466,400　33,199,448

　減価償却費 　58,900 　485 　59,385 18 　59,404

　減損損失 　67,558 ― 　67,558 ― 　67,558

　資本的支出 　145,580　1,074　146,654 ― 　146,654

（注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２ 各事業の主な内容

　　投資・金融サービス業　　　　　　　　金融商品取引業（外国為替証拠金取引業、証券業）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商品先物取引業

　　環境・省エネルギー支援サービス業　　省エネルギー機器等の販売及び設置工事

なお、平成22年3月に商品先物取引業の受託業務を廃止し、証券取引（対顧客業務に限る）に係る業

務を終了しております。

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は65,678千円であり、その主

なものは当社管理部門等に係る費用であります。

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、466,610千円であり、その主なものは、

当社の余裕運転資金（現金及び預金）であります。

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

本邦以外に連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

【セグメント情報】

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、持株会社体制をとっており、商品・サービス別に子会社を置き、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、子会社を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、「投資・金融

サービス業」及び「再生エネルギー・環境事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「投資・金融サービス業」は、外国為替証拠金取引業等を行っております。「再生エネルギー・環境事業」

は、省エネルギー機器等の販売及び施工等を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一であります。

　報告セグメントの損失は、営業損失ベースの数値であります。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）2

連結
財務諸表
計上額
（注）3　

投資・金融
サービス業

再生
エネルギー・
環境事業

合計

営業収益      

(1)外部顧客への営業収益 2,279,631※92,6032,372,234 ― 2,372,234
(2)セグメント間の内部取引高
　 又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,279,63192,6032,372,234 ― 2,372,234

セグメント損失(△) △555,960△48,897△604,858 3,379△601,478

セグメント資産 32,721,36011,68732,733,047466,40033,199,448

その他の項目（注）1      

減価償却費 58,900 485 59,385 18 59,404
有形固定資産及び無形固定資産
の増加額

145,580 1,074 146,654 ― 146,654

※前連結会計年度の[事業の種類別セグメント情報]においては、「売上高」と「売上原価」を相殺する「純

額表示」をしておりましたが、「総額表示」へ組替えております。　
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日　至 平成23年３月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）2

連結
財務諸表
計上額
（注）3　

投資・金融
サービス業

再生
エネルギー・
環境事業

合計

営業収益      

(1)外部顧客への営業収益 1,783,026260,7242,043,750 ― 2,043,750
(2)セグメント間の内部取引高
　 又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,783,026260,7242,043,750 ― 2,043,750

セグメント損失(△) △83,923△86,953△170,877△3,514△174,391

セグメント資産 36,627,33614,00336,641,340302,00536,943,345

その他の項目（注）1      

減価償却費 40,434 518 40,953 954 41,908
有形固定資産及び無形固定資産
の増加額

60,626 1,400 62,026 7,910 69,936

（注）1.減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用と同費用に係る償却額が含

まれております。

　　　2.調整額の内容は以下のとおりであります。　

　　　（1）セグメント損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度

　セグメント間取引消去 1,438 1,409

　全社費用 1,941 △4,924

　合計 3,379 △3,514

　　　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　　（2）セグメント資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度

　セグメント間取引消去 △5,462,992 △5,413,117

　全社資産 5,929,393 5,715,123

　合計 466,400 302,005

　　　当連結会計年度のセグメント資産の調整額302,005千円は、主に当社余裕運転資金（現金及び預金）で

あります。

　　　　（3）その他の項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 前連結会計年度 当連結会計年度

　セグメント間取引消去 ― ―

　全社減価償却費 18 954

　全社有形固定資産及び無形

　固定資産の増加額　
― 7,910

　合計 18 8,864

当連結会計年度の全社有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額7,910千円は、当社ソフト

ウェア等の投資額であります。

　　　3．セグメント損失は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。　
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【関連情報】

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

（1）営業収益

　　　　本邦の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。　

　（2）有形固定資産

　　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　　主要な顧客の区分の外部顧客への営業収益のうち、特定の顧客への営業収益で連結損益計算書の営業収

益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。　　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

（単位：千円）

 
投資・金融
サービス業

再生
エネルギー・
環境事業

計 調整額　 合計

減損損失 ― 1,185 1,185 ― 1,185

　　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　平成22年４月１日前に行われた子会社の企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、

以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
投資・金融
サービス業

再生
エネルギー・
環境事業

計 調整額　 合計

当期償却額 29,347 ― 29,347 ― 29,347

当期末残高 366,845 ― 366,845 ― 366,845

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。　
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１．関連当事者との取引 

重要な取引がないため、記載を省略しております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１．関連当事者との取引 

重要な取引がないため、記載を省略しております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 833円 36銭

１株当たり当期純損失金額 143円 65銭

１株当たり純資産額 835円 88銭

１株当たり当期純損失金額 30円 39銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないた

め記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないた

め記載しておりません。

１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎 １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎

①　連結損益計算書上の当期純損失        849,882千円

②　普通株式に係る当期純損失        849,882千円

③　普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳

該当なし

④　普通株式の期中平均株式数        5,916,338株

⑤　普通株式と同等の株式の
期中平均株式数の種類別内訳

該当なし

①　連結損益計算書上の当期純損失        173,948千円

②　普通株式に係る当期純損失        173,948千円

③　普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳

該当なし

④　普通株式の期中平均株式数        5,724,025株

⑤　普通株式と同等の株式の
期中平均株式数の種類別内訳

該当なし

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．自己株式の取得 

　当社は、平成22年5月31日開催の取締役会において、会社法

第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いた

しました。

(1) 自己株式の取得を行う理由

  資本効率の向上および今後の経営環境の変化に対応し

た機動的な資本政策の遂行を可能とするため実施するも

のであります。

(2) 取得に係る事項の内容

① 取得対象株式の種類

当社普通株式

② 取得しうる株式の総数

300,000株（上限）　　

(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合

5.16％)

③ 株式の取得価額の総額

40百万円（上限）

④ 取得期間

平成22年6月2日(水)から平成23年5月31日(火)まで

──────
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

（２）【その他】

①　当連結会計年度における四半期情報

 
第１四半期

自平成22年４月１日

至平成22年６月30日

第２四半期

自平成22年７月１日

至平成22年９月30日

第３四半期

自平成22年10月１日

至平成22年12月31日

第４四半期

自平成23年１月１日

至平成23年３月31日

 営業収益（千円） 　651,898 464,919 　452,439 　474,491

税金等調整前四半期純利益金額又は税金

等調整前四半期純損失金額(△) (千円)
　17,744 　△35,106 　△86,078 　△85,603

 四半期純利益金額又は

 四半期純損失金額（△）（千円）
　21,457 　△31,204 　△82,153 　△82,048

 １株当たり四半期純利益金額又は

 １株当たり四半期純損失金額（△）（円)
　3.69 　△5.39 　△14.39 　△14.73

②　連結会計年度終了後の状況 

特に記載すべき事項はありません。

③　訴訟

　連結会計年度末時点において、連結子会社に対する係属中の損害賠償請求事件の合計は２件、請求金額の合計は

8,290千円であります。これらはすべて商品先物取引の受託取引等に関するものであり、顧客が同社との取引によ

り損失を被ったとして、同社に対し損害賠償を求めるものです。これに対し同社は全ての取引において不法行為

が無いことを主張しております。

　いずれの件においても結審に至るまでには相当の期間を要するものと思われるため、現時点において結果を予

測するのは困難であります。なお、訴訟等による事故に備えるため、訴訟損失引当金4,588千円を計上しておりま

す。 
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 455,813 279,394

前払費用 － 481

関係会社短期貸付金 30,000 －

未収還付法人税等 38 38

その他 4,028 5,493

流動資産合計 489,881 285,408

固定資産

有形固定資産

建物 － 2,910

減価償却累計額 － △437

建物（純額） － 2,472

器具及び備品 1,252 800

減価償却累計額 △1,252 △166

器具及び備品（純額） 0 633

有形固定資産合計 0 3,105

無形固定資産

ソフトウエア － 3,850

無形固定資産合計 － 3,850

投資その他の資産

投資有価証券 6,729 6,729

関係会社株式 5,432,782 5,412,782

関係会社長期貸付金 － 129,000

その他 － 3,246

貸倒引当金 － △129,000

投資その他の資産合計 5,439,512 5,422,759

固定資産合計 5,439,512 5,429,714

資産合計 5,929,393 5,715,123
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

未払金 1,642 535

未払費用 2,646 530

未払法人税等 1,420 1,332

その他 126 147

流動負債合計 5,836 2,544

固定負債

繰延税金負債 210,727 210,727

固定負債合計 210,727 210,727

負債合計 216,563 213,272

純資産の部

株主資本

資本金 2,500,000 2,500,000

資本剰余金

資本準備金 1,427,605 1,427,605

その他資本剰余金 3,724,194 1,900,677

資本剰余金合計 5,151,800 3,328,282

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 2,800,000 －

繰越利益剰余金 △4,623,517 △153,073

利益剰余金合計 △1,823,517 △153,073

自己株式 △115,452 △173,358

株主資本合計 5,712,830 5,501,850

純資産合計 5,712,830 5,501,850

負債純資産合計 5,929,393 5,715,123
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業収益

経営管理料 ※1
 67,620

※1
 65,280

営業収益合計 67,620 65,280

販売費及び一般管理費 ※2
 65,678

※2
 70,204

営業利益又は営業損失（△） 1,941 △4,924

営業外収益

受取利息 ※1
 480

※1
 2,301

法人税等還付加算金 32 －

未払配当金戻入 538 384

その他 0 0

営業外収益合計 1,051 2,686

営業外費用

自己株式取得費用 309 503

営業外費用合計 309 503

経常利益又は経常損失（△） 2,683 △2,741

特別損失

固定資産除却損 ※3
 389

※3
 0

関係会社株式評価損 － 19,999

貸倒引当金繰入額 － ※1
 129,000

原状回復費用 1,000 －

特別損失合計 1,389 149,000

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 1,293 △151,741

法人税、住民税及び事業税 1,332 1,332

法人税等調整額 － －

法人税等合計 1,332 1,332

当期純損失（△） △38 △153,073
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,500,000 2,500,000

当期末残高 2,500,000 2,500,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,427,605 1,427,605

当期末残高 1,427,605 1,427,605

その他資本剰余金

前期末残高 3,724,194 3,724,194

当期変動額

その他資本剰余金取崩 － △1,823,517

当期変動額合計 － △1,823,517

当期末残高 3,724,194 1,900,677

資本剰余金合計

前期末残高 5,151,800 5,151,800

当期変動額

その他資本剰余金取崩 － △1,823,517

当期変動額合計 － △1,823,517

当期末残高 5,151,800 3,328,282

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,800,000 2,800,000

当期変動額

別途積立金の取崩 － △2,800,000

当期変動額合計 － △2,800,000

当期末残高 2,800,000 －

繰越利益剰余金

前期末残高 △4,623,479 △4,623,517

当期変動額

その他資本剰余金取崩 － 1,823,517

別途積立金の取崩 － 2,800,000

当期純損失（△） △38 △153,073

当期変動額合計 △38 4,470,444

当期末残高 △4,623,517 △153,073

利益剰余金合計

前期末残高 △1,823,479 △1,823,517

当期変動額

その他資本剰余金取崩 － 1,823,517

当期純損失（△） △38 △153,073

当期変動額合計 △38 1,670,444

当期末残高 △1,823,517 △153,073
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

自己株式

前期末残高 △95,728 △115,452

当期変動額

自己株式の取得 △19,724 △57,906

当期変動額合計 △19,724 △57,906

当期末残高 △115,452 △173,358

株主資本合計

前期末残高 5,732,592 5,712,830

当期変動額

当期純損失（△） △38 △153,073

自己株式の取得 △19,724 △57,906

当期変動額合計 △19,762 △210,979

当期末残高 5,712,830 5,501,850

純資産合計

前期末残高 5,732,592 5,712,830

当期変動額

当期純損失（△） △38 △153,073

自己株式の取得 △19,724 △57,906

当期変動額合計 △19,762 △210,979

当期末残高 5,712,830 5,501,850
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【継続企業の前提に関する注記】

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法によっておりま

す。

子会社株式

同左

 その他有価証券

 　時価のないもの

　　移動平均法による原価法によっており

ます。 

その他有価証券

 　時価のないもの

同左

２　固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

(1) 有形固定資産

同左

 ――――――― (2) 無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

３　引当金の計上基準 ――――――― 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

４　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によって

おります。

消費税等の会計処理

同左

【会計処理方法の変更】

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当事業年度の損益に与える影響はありませ

ん。　
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【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(損益計算書)

　前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示しており

ました「自己株式取得費用」は、営業外費用総額の100分

の10を超えたため区分掲記することとしました。

　なお、前期における「自己株式取得費用」の金額は170千

円であります。

―――――――

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

　偶発債務

　連結子会社の外国為替証拠金取引に関して、取引先金融

機関に債務保証を行っております。

　偶発債務

　連結子会社の外国為替証拠金取引に関して、取引先金融

機関に債務保証を行っております。

金融機関預託必要額 51,493千円

  連結子会社の仕入債務に関して、取引先に債務保証を

行っております。

保証額 7,714千円

金融機関預託必要額 23,224千円

  連結子会社の仕入債務に関して、取引先に債務保証を

行っております。

保証額 178千円

（損益計算書関係）

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次の

とおりであります。

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次の

とおりであります。

経営管理料 67,620千円

受取利息 286千円

経営管理料 65,280千円

受取利息 2,186千円

貸倒引当金繰入額 129,000千円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属す

るものであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属す

るものであります。

役員報酬 6,300千円

給与・手当 16,074千円

福利厚生費 1,565千円

事務委託費 5,120千円

監査法人報酬 23,000千円

図書印刷費 5,144千円

役員報酬 5,520千円

給与・手当 24,204千円

福利厚生費 3,627千円

退職給付費用 2,075千円

事務委託費 8,802千円

監査法人報酬 16,253千円

減価償却費 954千円

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 389千円

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

器具及び備品 0千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 普通株式 合計

前事業年度末株式数 564,132株 564,132株

当事業年度増加株式数 148,990株 148,990株

当事業年度減少株式数 ― 株 ― 株

当事業年度末株式数 713,122株 713,122株

 　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自

己株式の取得による増加148,900株、単元未満株式の買取による

増加90株であります。

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 普通株式 合計

前事業年度末株式数 713,122株 713,122株

当事業年度増加株式数 330,740株 330,740株

当事業年度減少株式数 ― 株 ― 株

当事業年度末株式数 1,043,862株 1,043,862株

 　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自

己株式の取得による増加330,700株、単元未満株式の買取による

増加40株であります。
　

（有価証券関係）

前事業年度(平成22年３月31日)

　子会社株式（貸借対照表計上額5,432,782千円）は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認め

られることから記載しておりません。

　

当事業年度(平成23年３月31日)

　子会社株式（貸借対照表計上額5,412,782千円）は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認め

られることから記載しておりません。

　

（税効果会計関係）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

関係会社株式評価損 2,053,436千円

投資有価証券評価損 15,723 

税務上の繰越欠損金額 59,793 

その他 6,534 

繰延税金資産小計 2,135,488 

評価性引当額 △2,135,488 

繰延税金資産合計 ― 

（繰延税金負債）   

子会社株式譲渡益繰延 210,727 

繰延税金負債合計 210,727 

繰延税金負債の純額 210,727 

（繰延税金資産）  

関係会社株式評価損 2,061,516千円

投資有価証券評価損 15,723 

貸倒引当金 52,116 

税務上の繰越欠損金額 66,945 

その他 427 

繰延税金資産小計 2,196,729 

評価性引当額 △2,196,729 

繰延税金資産合計 ― 

（繰延税金負債）   

子会社株式譲渡益繰延 210,727 

繰延税金負債合計 210,727 

繰延税金負債の純額 210,727 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
19.5　

住民税均等割等 103.0 

評価性引当額の増減 △59.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 103.0 

　

　当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため

注記を省略しております。
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（資産除去債務関係）

　当事業年度末（平成23年３月31日）

　　該当事項はありません。　

（１株当たり情報）

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 979円 81銭

１株当たり当期純損失金額  0円 01銭

１株当たり純資産額 1,000円 37銭

１株当たり当期純損失金額  26円 74銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないた

め記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないた

め記載しておりません。

１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎

①　損益計算書上の当期純損失    38千円

②　普通株式に係る当期純損失    38千円

③　普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳

該当なし

④　普通株式の期中平均株式数      5,916,338株

⑤　普通株式と同等の株式の
期中平均株式数の種類別内訳

該当なし

１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎

①　損益計算書上の当期純損失    153,073千円

②　普通株式に係る当期純損失    153,073千円

③　普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳

該当なし

④　普通株式の期中平均株式数      5,724,025株

⑤　普通株式と同等の株式の
期中平均株式数の種類別内訳

該当なし

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　自己株式の取得 

　当社は、平成22年5月31日開催の取締役会において、会社法

第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いた

しました。

(1) 自己株式の取得を行う理由

  資本効率の向上および今後の経営環境の変化に対応し

た機動的な資本政策の遂行を可能とするため実施するも

のであります。

(2) 取得に係る事項の内容

① 取得対象株式の種類

当社普通株式

② 取得しうる株式の総数

300,000株（上限）　　

(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合

5.16％)

③ 株式の取得価額の総額

40百万円（上限）

④ 取得期間

平成22年6月2日(水)から平成23年5月31日(火)まで

──────
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末残
高(千円)

有形固定資産        

建物 ― ― ― 2,910 437 437 2,472

器具及び備品 ― ― ― 800 166 166 633

有形固定資産計 ― ― ― 3,710 604 604 3,105

無形固定資産        

ソフトウェア ― ― ― 4,200 350 350 3,850

無形固定資産計 ― ― ― 4,200 350 350 3,850

　（注）　有形固定資産及び無形固定資産の金額が、資産の総額の１％以下でありますので、「前期末残高」、「当期増加

額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 ― 129,000 ― ― 129,000

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 ―

預金  

普通預金 279,394

小計 279,394

合計 279,394

②　関係会社株式

区分 金額(千円)

スター為替証券㈱ 5,165,925

スターインベスト㈱ 246,857

グリーン環境㈱ 0

合計 5,412,782

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・

買増し
 

取扱場所（注）２
（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（注２）

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―――――――

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載

株主に対する特典 該当事項はありません

（注）１　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じ

て募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利

以外の権利を有しておりません。

（注）２　平成23年１月１日より株主名簿管理人ならびに特別口座の口座管理機関を東京都千代田区丸の内一丁目４番

５号　三菱UFJ信託銀行株式会社に変更いたしました。　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７の第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書
事業年度（第６期）（自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日）平成22年６月29日福岡財務支局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類
平成22年６月29日福岡財務支局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書
（第７期第１四半期）（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）平成22年８月13日福岡財務支局長に提出
（第７期第２四半期）（自 平成22年７月１日　至 平成22年９月30日）平成22年11月15日福岡財務支局長に提出
（第７期第３四半期）（自 平成22年10月１日　至 平成22年12月31日）平成23年２月10日福岡財務支局長に提出 

(4）臨時報告書
平成23年６月29日福岡財務支局長に提出
　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（議決権行使結果）の規定に基づく臨時報告書であ
ります。　

(5）自己株券買付状況報告書
報告期間（自平成22年６月１日　至平成22年６月30日）平成22年７月１日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成22年７月１日　至平成22年７月31日）平成22年８月２日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成22年８月１日　至平成22年８月31日）平成22年９月１日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成22年９月１日　至平成22年９月30日）平成22年10月１日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成22年10月１日　至平成22年10月31日）平成22年11月２日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成22年11月１日　至平成22年11月30日）平成22年12月１日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成22年12月１日　至平成22年12月31日）平成23年１月５日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成23年１月１日　至平成23年１月31日）平成23年２月１日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成23年２月１日　至平成23年２月28日）平成23年３月１日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成23年３月１日　至平成23年３月31日）平成23年４月１日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成23年４月１日　至平成23年４月30日）平成23年５月２日福岡財務支局長に提出
報告期間（自平成23年５月１日　至平成23年５月31日）平成23年６月１日福岡財務支局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 平成22年６月22日

スターホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂本　克治　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 工藤　雅春　　㊞

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

スターホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スター

ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、スターホールディングス株式会社

の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統

制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明する

ことにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能

性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、スターホールディングス株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 平成23年６月22日

スターホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂本　克治　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 工藤　雅春　　㊞

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

スターホールディングス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スター

ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、スターホールディングス株式会社

の平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統

制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明する

ことにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能

性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、スターホールディングス株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成22年６月22日

スターホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂本　克治　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 工藤　雅春　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

スターホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スターホール

ディングス株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

スターホールディングス株式会社(E03818)

有価証券報告書

71/72



 独立監査人の監査報告書 

 平成23年６月22日

スターホールディングス株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂本　克治　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 工藤　雅春　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

スターホールディングス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スターホール

ディングス株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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